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　こうしたなかで、日本の戦争目的の明確化を目指したのが、1943 年 4 月、東條
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23 巻第 3号（1976 年 10 月）、赤木完爾「仏印武力処理をめぐる外交と軍事――﹁自存自衛﹂



























　1941 年 12 月、日本と仏印は、仏印共同防衛のための軍事協定を結んだが、占領
を行わず治安も担当しなかった仏印の日本軍は大きな兵力を必要としなかった。
1942 年 12 月、サイゴンに印度支那駐屯軍司令部が設置されたとき、仏印に駐在す





































仏印の動揺である。1942 年 11 月連合軍は北アフリカへの上陸に成功し、翌 1943
年 6 月フランスの植民地アルジェリアは、枢軸側に抵抗するドゴール派のコント





















13　在独国大島大使より谷外務大臣宛電報（1月 16 日）同上、612 文書。
14　『シッタン・明号作戦』578 ～ 581 頁。　
15　波多野『太平洋戦争とアジア外交』227 頁。
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28　1軍事史学会編『大本営陸軍部戦争指導班　機密戦争日誌』下巻（原書房、1999 年）2月 1 日
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33　「印度支那政務処理要領」（最高戦争指導会議報告、2月 26 日）、同上、695 文書。
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42 ～ 45 頁。
41　『外交文書』679 文書（注 29 と同じ）。
42　同上、662 文書（注 24 と同じ）。
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力処理」もそうであった。そして「即時独立付与」も戦略的判断（連合軍上陸の可
能性低下）によって促された。大東亜共栄圏の理念と実体との乖離は、このような
仏印に対する方針の変遷を通して、はっきりと見えてくると言えよう。
